
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人地域医療機能推進機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②  平成26年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び平成26年度における改定内容

○公表後以下の点を修正（27.7.14）
「Ⅱ－４ モデル給与」の役職及び金額部分

当法人は、病院及び介護老人保健施設等の運営等の業務を行っている。役員報酬水準を検討す
るにあたっては、類似事業を行っている独立行政法人を参考とした。

○ 独立行政法人国立病院機構・・・当法人と同様に独立行政法人として病院運営事業を実施してい
る（※常勤職員数 約5.9万人、病院143施設）。当法人の調査によると、平成２６年度の法人の長の年
間報酬額は22,951千円であり、常勤理事については16,228～19,070千円、非常勤監事については
1,440千円である。（※常勤職員数は、当該法人のホームページより。平成27年1月1日現在。）

○ 独立行政法人国立がん研究センター・・・当法人と同様に独立行政法人として病院運営事業を
行っている（※常勤職員数 約1.6千人、病院 2施設）。当法人の調査によると、平成２６年度の法人の
長の年間報酬額は20,632千円であり、常勤理事については6,470～17,592千円、非常勤監事につい
ては3,960～4,260千円である。（※常勤職員数は、総務省ホームページ「独立行政法人における役職
員の給与水準等の公表」（平成25年度）より。平成26年3月31日現在。）

当法人においては、前年度の業績年俸の額に、前年度の厚生労働省独立行政法人評価委員会の
業績評価を踏まえ、評価結果に応じて１００分の８０以上１００分の１２０以下の範囲内で理事長が定め
る割合を乗じて得た額としている。

平成26年度の業績年俸においては、前年度の厚生労働省独立行政法人評価委員会の評価を踏ま
え１００分の１１５とした。

役員の基本年俸は、地域医療機能推進機構役員報酬規程により、月例年俸及び業績
年俸から構成されている。月例年俸については、月例給（1,198,000円）に地域手当
（215,640円）を加算して算出している。業績年俸については、次のとおり（Ａ（本給×前年
度の厚生労働省独立行政法人評価委員会の業績評価を踏まえ１００分の８０以上１００分の
１２０以下の範囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額）＋地域手当（Ａ×地域手当の
支給割合を乗じて得た額））算出している。

なお、業績年俸の支給に当たっては、６月及び12月に支給する場合ともその２分の１の
額に、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じ
て得た額としている。

法人の長と同様、月例年俸及び業績年俸から構成されている。月例年俸については、
本給（834,000円）に地域手当（150,120円）を加算して算出し、業績年俸については、法人
の長と同じ基準で算出している。

該当者なし

役員基本年俸１号俸（月例年俸額＋業績年俸額）を常勤の実労働日数で除して
日額を算出し、定例の会議が月５日としてその日数を乗じて得た額としている。

該当者なし



２　役員の報酬等の支給状況
平成26年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

23,505 14,376 6,541 2,588 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

15,944 10,008 3,960
1,801

175
（地域手当）
（通勤手当） 4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

15,896 10,008 3,960
1,801

127
（地域手当）
（通勤手当） 4月1日 ◇

千円 千円 千円 千円

14,527 10,008 2,574
1,801

144
（地域手当）
（通勤手当） 4月1日

千円 千円 千円 千円

14,518 10,008 2,574
1,801

135
（地域手当）
（通勤手当） 4月1日

千円 千円 千円

2,880 2,880 - -
（　　　　）

4月1日

千円 千円 千円 千円

2,880 2,880 - -
（　　　　）

4月1日

注１：「その他」欄の地域手当とは民間の賃金水準が高い地域に在勤する役員に支給しているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：上記の他、当法人の病院長が本務であるため、役員報酬が支給されない非常勤理事が５人いる。

B監事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

C理事

D理事

A監事
（非常勤）

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）



３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

法人の長
当法人は、病院及び介護老人保健施設等の運営等の業務を行っており、

① 地域医療、地域包括ケアの要として、超高齢社会における地域住民の多様なニーズ
に応え、地域住民の生活を支えること
② 地域医療の課題の解決・情報発信を通じた全国的な地域医療・介護の向上を図ること
③ 地域医療・地域包括ケアの要となる人材を育成し、地域住民への情報発信を強化するこ
と
が求められている。 さらに、内部統制や業務の透明性を確保し、社会に対する説明責任を
果たすこととしている。

これらの役割を担う当法人の長は、地域医療に貢献してきた経験、医療者としての豊富な
知識、法人の自立的運営やガバナンス体制の構築強化など強い指導力を有している。

当法人の長の報酬は、類似した事業を行っている他の法人の長の報酬と同程度であり、
さらに、当法人の平成25年度業務実績評価結果については、全項目Ａ以上の評価を受けて
おり、この点を踏まえても、報酬水準は妥当と考えられる。

なお、厚生労働省発表の「第19回医療経済実態調査」によると、医療法人の病院長の平
均年間給与額は3千万円を超えている。

当法人は、病院及び介護老人保健施設等の運営等の業務を行っており、
① 地域医療、地域包括ケアの要として、超高齢社会における地域住民の多様なニーズ
に応え、地域住民の生活を支えること
② 地域医療の課題の解決・情報発信を通じた全国的な地域医療・介護の向上を図ること
③ 地域医療・地域包括ケアの要となる人材を育成し、地域住民への情報発信を強化するこ
と
が求められている。 さらに、内部統制や業務の透明性を確保し、社会に対する説明責任を
果たすこととしている。

当法人の理事は、管理、医療・地域包括ケア、広報、IT・コスト削減、労務・経営指導につ
いて各職務を担当し、理事長を補佐してそれぞれの職務を適性かつ効率的に行い、当該担
当職務に関して関係職員を指揮監督する役割を担う。

理事の報酬は、類似した事業を行っている他の法人の理事の報酬と同程度であり、この点
を踏まえても、報酬水準は妥当と考えられる。

該当者なし

該当者なし

当法人は、病院及び介護老人保健施設等の運営等の業務を行っており、
① 地域医療、地域包括ケアの要として、超高齢社会における地域住民の多様なニーズ
に応え、地域住民の生活を支えること
② 地域医療の課題の解決・情報発信を通じた全国的な地域医療・介護の向上を図ること

③ 地域医療・地域包括ケアの要となる人材を育成し、地域住民への情報発信を強化する

こと
が求められている。 さらに、内部統制や業務の透明性を確保し、社会に対する説明責任を
果たすこととしている。

当法人の監事は、理事長及び会計監査人と連携して意思疎通を図り、監事監査の実施
によりその結果を業務に反映させ、公正中立に法人運営の適正な執行を担保する役割を
担う。

監事の報酬は、当法人と類似した事業を行っている他の法人の監事の報酬と同程度で
あり、この点を踏まえても、報酬水準は妥当と考えられる。

当該役員の報酬は、医療の提供を主要な業務とする他法人の役員の報酬額と比較しても
妥当な水準であると考える。また、役員の職務内容の特性や平成25年度業務実績評価結果
に鑑みても妥当な報酬水準であると考える。



４　役員の退職手当の支給状況（平成26年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

理事C

理事D

監事A
（非常勤）

監事B
（非常勤）

法人での在職期間

法人の長

理事A

理事B



５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

理事A

該当者なし

理事B

理事C

理事D

監事A
（非常勤）

該当者なし

監事B
（非常勤）

判断理由

法人の長 該当者なし

当法人は、平成２６年度より前年度の厚生労働省独立行政法人評価委員会の業績評価
を踏まえ、その評価結果を業績年俸に反映させることとしている。今後も引き続き、法人及び
役員の業績に応じた適正な役員報酬となるような仕組みを導入する。



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び平成26年度における主な改定内容

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

平成26年4月の当機構発足時、職員の給与水準を検討するにあたっては、類似した事業を実施して
いる独立行政法人等を参考にした。当機構の職員の多くは、当法人の前身である独立行政法人年金・
健康保険福祉施設整理機構が運営を委託していた公益法人（一般社団法人全国社会保険協会連合
会、財団法人厚生年金事業振興団及び財団法人船員保険会）の職員であり、組織文化をはじめ、ガバ
ナンス、人事・給与制度等が全く異なっていたところを、統一的なルールを策定し、スタートしたところで
ある。

人件費管理においては、中期計画において、「良質な医療を効率的に提供していくため、医師、看
護師等の医療従事者数については、医療等を取り巻く状況の変化に応じて柔軟に対応する。」、「技能
職等の職種については、業務の簡素化・迅速化、アウトソーシング化等による効率化を図る。」、「他の
独立行政法人や公的病院などの給与水準を踏まえた適正な給与水準とする。」こととしており、当該計
画に基づき適正な人員配置に努めるとともに、業務委託についてもコスト低減に十分配慮した有効活
用を図ること等により、中期目標の期間中、人件費率と委託費率を合計した率について、業務の量と質
に応じた病院運営に適正な率を目指す。

平成26年4月の法人発足当初より評価制度を導入しており、業績年俸、業績手当、昇給において反
映させている。

年俸制適用職員にあっては、前年度の業務の実績を考慮し、100分の80から100分の120の範囲内
で定める割合を前年度の業績年俸に乗じて得た額を支給し、その他の常勤職員にあっては、業績に応
じて定める割合を算定基礎額に乗じて得た額（業績反映部分）を支給している。

また、経常収支が良好な病院に在職する職員に対しては、年度末賞与を支給している。
昇給については、常勤職員（院長を除く）の勤務成績に応じて、5段階に区分し、反映させている。

独立行政法人地域医療機能推進機構職員給与規程に則り、基本給及び諸手当（扶養手当、住居手
当、通勤手当、単身赴任手当、地域手当、寒冷地手当、役職手当、特殊勤務手当、附加職務手当、超過
勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、役職職員特別勤務手当、医師等派遣手当、業績手当及び
医師手当）としている。

業績手当については、基礎的支給部分、業績反映部分及び年度末賞与があり、支給額については下
記のとおりである。

基礎的支給部分については、基礎的支給部分算定基礎額（基本給月額＋扶養手当の月額＋地域手
当の月額＋役職加算額＋役付加算額）に6月に支給する場合においては100分の122.5、12月に支給する
場合においては100分の137.5（役職手当の支給を受けている職員にあっては、6月に支給する場合にお
いては100分の102.5、12月に支給する場合においては100分の117.5）を乗じ、さらに基準日以前6箇月以
内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

業績反映部分については、役職職員とその他の職員とに区分して、それぞれの標準事業場支給総額に
理事長の定めた割合を乗じて得たそれぞれの支給総額の範囲内で、それぞれに各職員のポイントにより
決定される。標準事業場支給総額は、役職員とその他の職員に区分して、それぞれに職員の業績反映部
分算定基礎額（基本給月額＋基本給月額に対する地域手当の額＋役職加算額＋役付加算額）＋扶養手
当の月額＋扶養手当の月額に対する地域手当の額）に標準事業場支給割合を乗じ、さらに基準日以前6
箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。標準事業場支給割
合は、平成26年人事院勧告に基づき、6月に支給する場合においては100分の67.5、12月に支給する場合
においては100分の82.5（役職手当の支給を受けている職員にあっては、6月に支給する場合においては
100分の87.5、12月に支給する場合においては100分の102.5）と改定している。

年度末賞与については、当該年度の経常収支が良好な病院に在職する職員に対して、算定基礎額（基
本給月額＋基本給月額に対する地域手当の月額＋役職加算額＋役付加算額）に当該病院の経常収支
に応じた支給割合を乗じ、さらに基準日以前12箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合
を乗じて得た額を支給している。

また、年俸制適用職員にあっては、業績年俸の額＋扶養手当加算額＋地域手当の額に業績評価に応
じた増減率を乗じ、さらにその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額を支給している。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

15,757 39.6 5,103 3,891 73 1,212
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,798 42.7 5,384 4,096 91 1,288
人 歳 千円 千円 千円 千円

576 41.9 11,586 9,237 79 2,349
人 歳 千円 千円 千円 千円

8,342 38.3 4,856 3,679 60 1,177
人 歳 千円 千円 千円 千円

3,442 39.7 4,988 3,801 91 1,187
人 歳 千円 千円 千円 千円

374 45.9 4,421 3,362 89 1,059
人 歳 千円 千円 千円 千円

47 48.5 7,060 5,257 124 1,803
人 歳 千円 千円 千円 千円

843 37.8 3,791 2,892 69 899
人 歳 千円 千円 千円 千円

335 47.2 3,564 2,710 61 854

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：上記の「医療職種（病院医師）」については、年俸制が適用される医長以上の医師は含まれない。

注３：「研究職種」及び「教育職種（高等専門学校教員）」については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

人 歳 千円 千円 千円 千円

1,368 44.0 2,996 2,606 67 390
人 歳 千円 千円 千円 千円

489 40.6 2,397 2,086 74 311
人 歳 千円 千円 千円 千円

79 48.8 10,769 9,333 90 1,436
人 歳 千円 千円 千円 千円

252 46.2 3,238 2,791 53 447
人 歳 千円 千円 千円 千円

47 41.7 3,093 2,740 127 353
人 歳 千円 千円 千円 千円

86 47.0 2,209 1,941 62 268
人 歳 千円 千円 千円 千円

35 46.5 2,607 2,250 48 357
人 歳 千円 千円 千円 千円

380 45.2 2,193 1,921 59 272

注：「研究職種」及び「教育職種（高等専門学校教員）」については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

・「在外職員」、「再任用職員」及び「非常勤職員」については、該当する職員がいないため、表を記載していない。

医療職種
（医療技術職）

事務・技術

総額
人員

医療職種
（医療技術職）

うち賞与

医療職種
（病院看護師）

任期付職員

医療職種
（病院看護師）

事務・技術

福祉職種
（介護福祉士等）

療養介助職種
（看護助手等）

医療職種
（病院医師）

教育職種
（看護専門学校教員）

技能職種
（自動車運転手等）

・平成26年度を通じて在職し、かつ、平成27年4月に在職する職員（休職等により給与が減額された者を除く）の状況
である。

医療職種
（病院医師）

福祉職種
（介護福祉士等）

療養介助職種
（看護助手等）

技能職種
（自動車運転手等）

常勤職員

平成２６年度の年間給与額（平均）
平均年齢区分 うち所定内



　①　職種別支給状況（年俸制適用者）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

896 52.3 15,229 11,891 107 3,338
人 歳 千円 千円 千円 千円

42 64.0 19,013 14,178 124 4,835
人 歳 千円 千円 千円 千円

854 51.7 15,043 11,779 106 3,264

注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

注２：上記職種以外の職種については、該当する職員がいないため、欄を記載していない。

注３：平成26年度を通じて在職し、かつ、平成27年4月に在職する職員（休職等により給与が減額された者を除く）の状況である。

注４：「在外職員」、「任期付職員」、「再任用職員」及び「非常勤職員」については、該当する職員がいないため、表を記載して

　　　いない。

常勤職員

院長

医療職種
（病院医師）

人員 平均年齢
平成２６年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内 うち賞与区分



②

（事務・技術職員）

（医療職員（病院医師））

注：20-23歳及び24-27歳における該当職員は0人である。

（医療職員（病院看護師））

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師））
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

２０－２３歳２４－２７歳２８－３１歳３２－３５歳３６－３９歳４０－４３歳４４－４７歳４８－５１歳５２－５５歳５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（医療職員（病院看護師））
人千円

0

50

100

150

200

250

300

350

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

２０－２３歳２４－２７歳２８－３１歳３２－３５歳３６－３９歳４０－４３歳４４－４７歳４８－５１歳５２－５５歳５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（事務・技術職員）
人千円

0

50

100

150

200

250

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

２０－２３歳２４－２７歳２８－３１歳３２－３５歳３６－３９歳４０－４３歳４４－４７歳４８－５１歳５２－５５歳５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

第１四分位

国の平均給与額

年間給与の分布状況（医療職員（病院医師）） 人千円



③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

・本部課長 17 51.9 9,609

・本部係員 21 34.1 4,348

・地方係長 364 45.4 5,732

・地方係員 990 38.5 4,132

（医療職員（病院医師））

平均
人 歳 千円

・診療科長 489 46.5 13,257

・医師 413 40.5 11,279

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

・看護師長 587 50.3 6,863

・看護師 6,624 35.9 4,454

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／医療職員（病院医師）／医療職員（病院看護師））

千円

16,365　～　9,204

最高～最低

6,912　～　2,269

7,453　～　3,780

人員

平均年齢
年間給与額

年間給与額
分布状況を示すグループ

千円

平均年齢

分布状況を示すグループ 人員

16,131　～　7,091

5,168　～　3,130

10,333　～　8,487  

最高～最低

7,249　～　2,864

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

8,382　～　4,667



④

（事務・技術職員）

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

55.0 57.6 56.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.0 42.4 43.7

％ ％ ％

         最高～最低 51.6～30.4 58.4～18.9 51.2～30.4

％ ％ ％

63.8 66.1 65.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.2 33.9 35.0

％ ％ ％

         最高～最低 45.9～17.6 51.3～10.7 46.2～18.7

（医療職員（病院医師））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

0.0 0.0 0.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

100.0 100.0 100.0

％ ％ ％

         最高～最低 100.0～100.0 100.0～100.0 100.0～100.0

％ ％ ％

62.6 65.3 64.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

37.4 34.7 36.0

％ ％ ％

         最高～最低 43.0～19.3 51.3～12.1 43.4～25.3

（医療職員（病院看護師））

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

54.7 56.9 55.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

45.3 43.1 44.1

％ ％ ％

         最高～最低 47.8～19.8 59.9～14.8 52.0～27.1

％ ％ ％

63.1 65.7 64.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

36.9 34.3 35.5

％ ％ ％

         最高～最低 49.1～0.0 51.3～5.8 46.8～18.4

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（平成26年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／医療職員（病院医師）／医療職員
（病院看護師））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）



３　給与水準の妥当性の検証等

（事務・技術職員）

・年齢勘案 82.7
・年齢・地域勘案 85.3
・年齢・学歴勘案 83.3
・年齢・地域・学歴勘案 85.7

項目

【役職手当の支給割合　20.8％（常勤職員数1,798名中375名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　45.4％（常勤職員数1,798名中817名】

（法人の検証結果）
　 平成26年度における数値が、国家公務員より低くなっている理由としては、
各病院の経営状況により賞与の支給率が決定されるため、年間4.1月に満た
ない病院があること、職員に占める大卒以上の高学歴者の割合が45.4％と国
（50.9％）と比較して低くなっていることが考えられる。
　 また、当法人は給与規程に則り、経常収支が良好な病院に在職する職員
に対して年度末賞与が支給されるが、支給日が5月末であるため、平成26年
度における数値には含まれていないことも水準が低くなっている理由のひと
つと考えられる。
　年度末賞与が含まれていないことを考慮しても国家公務員より低い水準で
あることが推測され、妥当な水準であると考えられる。

○　国の職員に占める大卒以上の高学歴者の割合は、平成26年国家公務員
給与等実態調査（行政職（一））の公表データより算出

内容

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

対国家公務員
指数の状況

　 国家公務員より低い水準である。

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置
　 引き続き、一般職給与法適用の国家公務員の給与及び当法人と類似した
事業を実施している独立行政法人等を考慮し、適切に対応していく。

（主務大臣の検証結果）
　 国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。



（医療職員（病院医師））

・年齢勘案 107.6
・年齢・地域勘案 109.5
・年齢・学歴勘案 107.6
・年齢・地域・学歴勘案 109.5

講ずる措置
　 引き続き、国家公務員の医師の給与及び当法人と類似した事業を実施し
ている独立行政法人等の医師の給与を考慮しながら、医師確保の状況と併
せて検討し、適切に対応していく。

【役職手当の支給割合　60.8％（常勤職員数1,472名中896名）】

（法人の検証結果）
　 平成26年度の数値は国家公務員の給与水準を上回っているが、当法人の
主たる事業かつ使命でもある地域医療の提供には、医師の確保が不可欠で
あり、医療の質の向上、安全の確保等を考慮すると、少なくとも現在の医師の
給与水準は最低限必要であると考えている。
　 また、病院事業の特性から病院内の診療科ごとに管理する職員を配置す
る必要があるため、管理職員に対して支給する役職手当の支給対象者の割
合が60.8％と、国（14.9％）よりも高くなっていることも国家公務員の給与水準
を上回っている理由のひとつと考えられる。
　 なお、類似の業務を行っている他の設置主体の病院給与を示す資料は次
のとおりであり、それぞれと比較した場合に、いずれよりも下回っているところ
である。

○　直近の医療経済実態調査結果（平成25年6月調査）職種別常勤職員1人
平均給料年（度）額等の一般病院医師の給与より
　 国立（国、国立病院機構、労働者健康福祉機構を含み、国立大学法人は
含まれない）　1,491万円（100.0）、公立　1,517万円（101.7）、医療法人
1,590万円（106.6）

項目

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

①　本調査の対象となる医師のうち、管理職員に対して支給する役職手当の
支給対象者の割合が国よりも高いこと。
　　（国の俸給の特別調整額対象人員割合：14.9%、当法人の役職手当対象
人員割合：60.8%）
　注）国の俸給の特別調整額対象人員割合は、平成26年国家公務員給与等
実態調査（医療職（一））の公表データより算出

②　医長以上の年俸制適用職員において、評価制度により勤務成績が良好
な医師については、各年度に支給する業績年俸を前年度の額の最大1.2倍
まで増額できる仕組みを導入していること（平成26年度においては、12月賞
与のみ適用）。

　給与水準の妥当性の
　検証

内容

（主務大臣の検証結果）
　 医師の確保は、医療の質の向上、安全の確保等に不可欠であり、また、病
院経営上においても、医業収益等の確保にかかる基本的かつ重要な事項で
あるため、医師の給与水準については、特に配慮すべきと考えられる。
　 今後とも、医師の確保状況等を考慮した上で、より適正な給与水準の在り
方について、必要な検討を進めていただきたい。



（医療職員（病院看護師））

・年齢勘案 96.3
・年齢・地域勘案 94.1
・年齢・学歴勘案 95.1
・年齢・地域・学歴勘案 93.6

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

内容

対国家公務員
指数の状況

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　 国家公務員より低い水準である。

　給与水準の妥当性の
　検証

【役職手当の支給割合　8.3％（常勤職員数8,342名中691名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　11.5％（常勤職員数8,342名中962名】

（法人の検証結果）
　 平成26年度における数値が、国家公務員より低くなっている理由としては、
各病院の経営状況により賞与の支給率が決定されるため、年間4.1月に満た
ない病院があること、また、当法人は給与規程に則り、経常収支が良好な病
院に在職する職員に対して年度末賞与が支給されるが、支給日が5月末であ
るため、平成26年度における数値には含まれていないことも水準が低くなっ
ている理由のひとつと考えられる。
　 上記の理由に加え、役職手当の支給割合が8.3%と国（0.9％）より高く、大
卒以上の高学歴者の割合についても11.5％と国（2.4％）より高いため、来年
度以降は給与水準が高くなることが予想されるが、医師と同様に人材確保が
困難となっている状況においては、適切な給与水準を確保する必要があり、
現在の給与水準は妥当であると考えている。
　 また、類似の業務を行っている他の設置主体の病院給与を示す資料は次
のとおりであり、国立（国、国立病院機構、労働者健康福祉機構を含み、国立
大学法人は含まれない）と公立（都道府県・市町村立）、医療法人の給与水
準と比較した場合に、国立病院や公立病院を下回っているところである。

○　直近の医療経済実態調査結果（平成25年6月調査）職種別常勤職員1人
平均給料年（度）額等の看護職員の給与より
　 国立（国、国立病院機構、労働者健康福祉機構を含み、国立大学法人は
含まれない）　508万円（100.0）、公立　539万円（105.9）、医療法人　439万円
（86.4）
　
○　国の職員に占める大卒以上の高学歴者の割合は、平成26年国家公務員
給与等実態調査（医療職（三））の公表データより算出

講ずる措置
　 引き続き、一般職給与法適用の国家公務員の給与及び当法人と類似した
事業を実施している独立行政法人等の職員の給与を考慮しながら、看護師
等確保の状況と併せて検討し、適切に対応していく。

項目

（主務大臣の検証結果）
　 国家公務員より低い水準であり、適切な取組の結果と考えられる。

○22歳 （大卒初任給、独身）
月額 174,000円 年間給与 2,804,000円

○35歳 （本部係長、配偶者・子１人）
月額 349,000円 年間給与 5,665,000円

○45歳 （本部課長補佐、配偶者・子２人）
月額 534,000円 年間給与 8,467,000円

平成26年4月の法人発足当初より評価制度を導入し、業績年俸、業績手当、昇給
において反映させているところであり、今後も継続していく予定である。



Ⅲ　総人件費について

平成26年度

千円

(A)
千円

(Ｂ)
千円

(Ｃ)
千円

(D)
千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

給与、報酬等支給総額
132,350,597

区　　分

退職手当支給額
400,418

最広義人件費
161,671,955

非常勤役職員等給与
7,654,872

21,266,068
福利厚生費

① 当法人は、平成26年4月に前身である独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構を改組する形で
発足したが、前機構とは事業内容、規模等が異なることから前年度との比較はできないため、25年度以前に
ついては記載していない。

② 「国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）に基づき、独立行
政法人年金・健康保険福祉施設整理機構時代より以下の措置を講ずることとしている。

役員に関する講じた措置の概要：役員退職手当計算式に、退職日に応じて下記の乗率を乗じて得た額とす
る。

：平成25年 1月 1日 ～ 平成25年9月30日 100分の97.35
：平成25年10月 1日 ～ 平成26年6月30日 100分の91.35
：平成26年 7月 1日 ～ 100分の86.35

職員に関する講じた措置の概要：職員退職手当計算式に、退職日に応じて下記の乗率を乗じて得た額とす
る。

：平成25年 1月 1日 ～ 平成25年9月30日 100分の98
：平成25年10月 1日 ～ 平成26年6月30日 100分の92
：平成26年 7月 1日 ～ 100分の87

当法人は、平成17年10月に設立された独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構が、平成23年6
月に成立した「独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法の一部を改正する法律」（平成23年法律
第73号）により改組され、それまで運営を委託していた全国の社会保険病院等（社会保険病院、厚生年金病
院、船員保険病院）を直接運営し、医療及び介護を提供する目的で平成26年4月に発足した。

注：上記「給与、報酬等支給総額」以外に、旧施設運営委託先から新機構に採用された職員に対し支出した前年度
勤務期間（12月から3月）の賞与相当額（10,034,332千円）を支給している。なお、当該支給額は、その他臨時損
失 （初年度6月賞与財源措置額）として計上している。


